基準年度変更理由書
令和　　年　　月　　日
住所
氏名

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名
（押印不用）
秋田県地球温暖化対策推進条例第９条に規定する「温室効果ガス排出抑制計画書」の提出に当たり、次の理由により抑制目標の基準となる年度（基準年度）を計画初年度の前年度以外としたいので、事前に理由書を提出します。
１　予定している基準年度
２　１の基準年度とすることが合理的とする理由
３　理由の根拠となる温室効果ガス排出量やエネルギー使用量の状況
別紙参照
４　その他変更理由の根拠となる資料
別添資料のとおり
５　計画書制度担当者
・担当部署名

・担当者名

・電話番号

・メールアドレス
＜参考＞
＜基準年度変更理由書における「３　理由の根拠となる温室効果ガス排出量やエネルギー使用量の状況等」の例＞
	
	平成27
年度
	平成28
年度
	平成29
年度
	平成30
年度
	平成○～○年度の平均値

	燃料
	揮発油（kL）
	
	
	
	
	

	
	灯油（kL）
	
	
	
	
	

	
	Ａ重油（kL）
	
	
	
	
	

	
	ＬＰＧ（ｔ）
	
	
	
	
	

	
	都市ガス（千m3）
	
	
	
	
	

	蒸気
	産業用蒸気（GJ）
	
	
	
	
	

	電気
	一般電気事業者
	昼間(千kWh)
	
	
	
	
	

	
	
	夜間(千kWh)
	
	
	
	
	

	原油換算エネルギー使用量（ｋＬ）
	
	
	
	
	

	温室効果ガス排出量（t-CO2）
	
	
	
	
	

	
	原単位排出量
	
	
	
	
	

	
	原単位に用いた指標の値
（用いた指標名：　　　　）
	
	
	
	
	


※上記以外の燃料等の使用がある場合は、適宜、欄を追加してください。

※各年度の温室効果ガス排出量算定表も提出してください。（算定のためのエクセルシートを用意しています。）
※抑制目標として原単位排出量とする場合は、用いた指標の名称、原単位排出量及び原単位に用いた指標の値を記入してください。
※上記と同様の既存の資料があれば、上記一覧表に替えて、既存資料を添付することができます。
※店舗数の増減、事務所の統廃合、工場の一時停止などが理由の場合は、店舗数の増減数がわかる資料やプレスリリース等の既存資料などを参考資料として添付してください。
